
知事会調ベ ー般競争導入

「都道府県の公共調達改革に関する指針」についての実施状況調査 全 国集計表
半数 字 は都道 府県 の数

調
査
は
、
知
事
会
が
昨
年

姥
月
、
全
国
で
官
製
該
合
事

件
が
相
次
い
だ
こ
と
を
受
け

て
ま
と
め
た
指
針

に

つ
い

て
、
４
月
１
日
時
点
で
の
取

り
組
み
状
況
を
調
べ
た
。

談
合
の
温
床
と
指
摘
さ
れ

る
指
芝
革
盈
ナ入
札
を
既
に
廃

止
し
た
都
道
府
県
は
１０
団
体

で
、
今
後
廃
止
す
る
予
定
が

３５
団
体
だ
っ
た
。

価
格
だ
け
で
な
く
、
技
術

力
な
ど
も
勘
案
す
る
総
合
評

価
方
式
の
実
施
件
数
は
、
２ 入

札
ボ
ン
ド
は
８
団
体

全
国
知
事
会
の
公
共
調
達
に
関
す
る
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー
ム

（座
長

・
上
国
清
司
埼
玉
県
知
事
）
は
１３
日
、
各
都
道
府
県
の
公
共
調
達
改
革

の
取
り
組
み
状
況
に
関
す
る
調
査
結
果
を
ま
と
め
た
＝
表
参
照
。
１
０

０
０
万
円
以
上
の
工
事
に

一
般
競
争
入
札
を
導
入
済
み
の
都
道
府
県
は

７
団
体

（公
表
せ
ず
）
で
、
今
後
予
定
は
２４
団
体
だ

っ
た
。
入
札
ボ
ン

ド
は
８
団
体
が
導
入
し
、
あ
団
体
が
今
後
の
導
入
を
予
定
し
て
い
る
。

０
０
７
年
度
に
１
０
１
件
以

上

の
都
道
府
県
が
２０
団
体

（前
年
度
は
５
団
体
）
、
５‐

件
か
ら
１
０
０
件
ま
で
が
１１

団
体

（同
４
団
体
）
と
大
き

く
増
加
し
、
１
件
か
ら
５０
件

ま
で
は
、
‐４
団
体

（同
３５
団

体
）
だ

っ
た
。

会
合
で
は
、
古
川
康
佐
賀

県
知
事
が
防
衛
施
設
庁
の
官

製
談
合
事
件
に
触
れ

「
近
々

に
排
除
措
置
命
令
が
出
る
と

聞
い
て
い
る
が
、
あ
れ
だ
け

大
量
に
処
分
さ
れ
れ
ば
、
指

名
停
止
を
し
て
も
、
そ
の
期

間
に
垂
矩
し
て
い
た
工
事
発

注
を
控
え
ぎ
る
を
得
な
い
。

そ
う
な
れ
ば
指
名
停
止
の
恵

味
は
な
く
な
る
し
、
発
注
を

遅
ら
せ
た
だ
け
で
コ
ス
ト
が

掛
か
る
」
と
指
摘
し
た
。

こ
れ
に
対
し
て
、
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
の
郷
原
信
郎
桐
蔭
槙

浜
大
法
科
大

学
院
教
授
は

「
（古
川
知
事
の
意
見
は
）

本
質
的
な
部
分
を
突
い
て
い

る
。
こ
の
問
題
を
解
決
す
る

に
は
時
間
軸
的
発
想
を
取
り

入
れ
、
法
令
順
守
の
取
り
組

み
な
ど
、
三
度
と
談
合
事
件

を
起
こ
さ
な
い
体
制
を
整
え

た
こ
と
が
確
認
で
き

た
場

合
、
そ
の
企
業
の
指
名
停
止

期
間
を
短
縮
す
る
と
い
っ
た

柔
軟
な
対
応
が
必
要
」
と
の

見
解
を
示
し
た
。

指針攻自 具体的取け組み項 目 F価 基準 日ヽ時点″ 1日時点θ
今後の

予定

ｇ

製

数

合

の

防

止

(1)13ンプライアンスの徹底 0累l145 2果:147

(2)内 部通親制度の整備
弁祖士字外 38有厳者による

よ立した通報悪回の設置
内部通報制度における
外部通掘悪□の敵nt

6果計16 15果計30

〕B年からの働きおHす防止 再税
晩制限などの措置 再枕殖制限 4累 :11 3 具計ヽ

4)桜 全等の則与
寝会や監査景員への適切な 護会 監蚕委員専への

tl報提供の実施
2果】i4ヽ 2 果a t 4 3

歓

合

を

肪

止
す

る

入

札

制

度

の

改

革

1)一般競争入ホしの拡大と

一般駐争入オしの拡大と指名
厳争入社の原則廃止(具体
的な金額を記入)

一般臨今入札導入
)指名窮争入|しの原則

具呂+7 果5 t 3 1

(入オし,加条件の過切な設 入★しパンドの導入 1果l18 25果 lt33

入札価格胡誉制度のは格な
運用、最ほ制限価格制度の

S入本し価格副査制度
,こ制限価格制度の活
局

0果: 1 4 7 0泉: i 4 7

(入札李加資格事後暮査方
札ヽ多加☆格事後審査
,式の導入

i l 累計3 2 1 1冥S t 4 3

( 2 )総合評価方式の拡充 総合評価方式の拡充

じ(100件～)
!総合aT価方式の実施
50件～)
〉総合評価方式の導入

炭年

ＡＳ
３４
０
卸

( 0 7 年度)

3)電子入社の拡大
電子入札の導入までの憂̀便 )電子入オしの全面lB入 14泉r124 22果 ‖46

貿計図書の岡境 配布
2 9界Ft21 24累肘45

4)情 報公開の推抵

0果計4 4

1系付44 0果 Si44

工手の選定基準、押価基
を合1平価方式における
巳定基準等の公表

i果甘43 3果‖46

b皿査瞳曇の公表__ Sける翻=結 果の公表
4泉:143 1累計4 4

5)ペナルティの強!ヒ

上期間の工長(最低Ⅲ2ヵ月
入札ゆ加停止期間最低
,2ヵ月以上のlSi

0猟l133 ,0泉F143

賓の引き上げ
二和金特約額20%
以上の措置

12果‖20 23果 計43

S第 への談合情報の積極付 6泉g141

6 )地域産業の百成と公正
よ競争の確保

可能者敗の下限設定(20 -
3 0者以上)
キlL域要件の被定ルールを

―般競争入れ応札可能
督数の20-30者 以上α
と保の結正

8果:123 15果8143

7)物品割達等

12呆lt20 2 0累l 1 4 0

コ昂Jめ路貫の一般競争入札
う拡大

コ)の一般錠合入札の 1スIt1 92 1 兄宮1 4 (

氏等の
一
般窮争入社の拡

7 6累計13 20呆 St33

8)入 オし事務の適正化

担組れにおける人札事務の
手lg梱続における入札
事務の実瓶

4界討19 1系St2(

実(撤合情報に関する剛室
入札監視委員会等の横
能充実措at

2累t 1 2 3 13果付4

罪

質

一

票
体
改

合 じ域の建設業El体に対する企業倫理の碑立年の要騎
建設業団体に対する企
業倫理の確立要満

15泉針31 8果針39

0 累l 1 4 4 1累朴45

長施状況の塩

す
ミ施状況公表
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